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消
費
税
導
入
直
後
の
１
９
８
９
年
夏
に
行
わ
れ
た
参
院

選
で
は
、
自
民
党
は
１
人
区
で
３
勝
23
敗
と
惨
敗
し
改
選

議
席
69
を
36
議
席
に
減
ら
し
ま
し
た
。
こ
の
結
果
、
宇
野

首
相
は
退
陣
し
、
参
議
院
で
消
費
税
廃
止
法
案
が
可
決
さ

れ
ま
し
た
。

　

与
党
議
席
が
減
少
す
れ
ば
、
こ
う
し
た
過
去
の
こ
と
が

再
現
さ
れ
る
こ
と
は
あ
り
得
ま
す
。
ま
た
、
与
党
の
議
員

に
「
減
額
凍
結
」
を
働
き
か
け
る
こ
と
で
状
況
が
変
わ
る

こ
と
も
あ
り
ま
す
。

　パンなどの生活に欠かせない食料品等の値上げ
が続いており、国民生活を直撃しています。農林
水産省の発表によれば、輸入小麦の政府売渡価格
は連続して値上げとなり、2021年9月から見
て、2022年４月には約1.4倍となり、小麦を原
料とする食品の値上がりが進んでいます。このよ
うな状況にもかかわらず、老齢・障害・遺族年金
は一律0.4％引き下げられることになります。
　ただちに、年金引き下げと本年10月からの医
療費負担2倍化は凍結・中止をすべきです。

　年金額は現在、前年の物価指数や過去３年間の
賃金変動などを基礎に計算されます。2022年度
の減額は、労働者の賃金が抑制された結果です。
　年金者組合は、毎年減額する年金のしくみ（マ
クロ経済スライド）を廃止して、物価の上昇に合
わせて年金額を改定し、物価下落時には据え置く
制度をめざしています。

ロシアの戦争犯罪は許せない
憲法改悪に反対しています

全日本年金者組合
〒170-0005　東京都豊島区南大塚1‒60‒20　天翔大塚駅前ビル
 TEL03-5978-2751　FAX03-5978-2777　 
E-mail：honbu@nenkinsha-u.org 2022年6月
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年金0.4％減額・75歳以上医療費２倍化中止を
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2022年４月総務省「消費者物価指数」より作成　2021年同月を100として

2002年度 2004年度 2012年度 2020年度 2021年度 2022年度

減らされ続ける年金（年額）

2022年３月の物価上昇
生鮮魚介 13.6% 肉類 2.6%

11.3%生鮮野菜 21.6%電気
9.8%生鮮果物 18.1%ガス
2.3%調理食品 30.6%ほかの光熱

若者も高齢者も安心できる
年金制度をめざしています



　2013年10月からの2.5％年金削減は「憲法25条の健康で文化的
な生活を受ける権利の侵害」と5297人が訴えました。全国39カ所
の裁判所で181人の原告、労働組合役員36人、学者研究者19人が証
言にたちました。
　大阪地裁（京都原告団）では、「女性の年金額は男性の年金と比
較して低額であり、女性の単独世帯ではそ
の半数以上が生活保護基準の所得で生活し
ている」と原告の訴えを認めています。裁
判所も低年金、特に女性の低年金の実態を
認めざるを得なくなっています。

　

皿
洗
い
な
ど
の
ア
ル
バ
イ
ト
と
月
６

万
円
の
国
民
年
金
だ
け
で
生
活
し
て
き

ま
し
た
。
長
年
の
無
理
が
た
た
り
車
い

す
の
生
活
。
週
に
３
回
デ
イ
サ
ー
ビ
ス

の
利
用
料
は
月
に
１
万
か
ら
２
万
円
。

自
炊
が
で
き
な
い
た
め
に
デ
イ
サ
ー
ビ

ス
に
行
か
な
い
日
は
配
食
サ
ー
ビ
ス
で

１
日
１
食
の
昼
食
だ
け
の
生
活
で
す
。

　

こ
ん
な
生
活
を
し
て
い
る
の
に
、
年

金
を
下
げ
る
の
は
、
死
ね
と
い
う
よ
う

な
も
の
で
す
。

“生きる権利〞の争い“生きる権利〞の争い
裁判で争われている年金減額問題

　多くの高齢者は、低年金で生活苦です。とりわけ女
性は深刻です。男性に比べて低賃金であることや、不
当な社則としての結婚退職、さらに家事労働を軽視す
る社会の問題などが低年金を生み出しています。
　裁判では「（女性の年金が）低額にとどまることを
もって、憲法25条に反するものではない」と女性の低
年金問題を軽視しています。

女性の低年金問題を軽視
デ
イ
サ
ー
ビ
ス
に

行
か
な
い
日
は
１
日
１
食

　

75
歳
で
医
療
費
１
割
負
担
に
な
っ
て

ホ
ッ
と
し
た
と
こ
ろ
、
２
割
負
担
と
な

る
と
の
こ
と
で
が
っ
か
り
し
て
い
ま
す
。

　

２
割
負
担
か
ら
１
割
に
な
り
、
こ
ん

な
に
負
担
が
違
う
も
の
か
と
実
感
し
て

い
ま
す
。

　

窓
口
負
担
が
増
え
る
こ
と
で
受
診
を

た
め
ら
い
、
病
気
を
悪
化
さ
せ
る
人
が

確
実
に
多
く
な
り
ま
す
。
コ
ロ
ナ
禍
で

の
医
療
費
２
割
負
担
・
年
金
減
額
な
ん

て
と
ん
で
も
な
い
！

医
療
費
１
割
負
担
で

助
か
っ
て
い
た
の
に

裁判への支援をお願いします 年金引き下げ違憲訴訟は、７年目を迎え、地裁、高裁そし
ていよいよ最高裁で争うという局面に入りました。

　年金減額の法律を作成する過程で、年金生活者の生活
実態や現在200兆円もある積立金の活用についても十分
な検討がされていません。政府の「社会保障費削減」と
いう政策のもと、国民生活無視の悪法を、衆議院・参議
院でわずか２日の審議で成立させました。

年金減額の必要性の検討が不十分

　年金を受けとる権利は、憲法25条が保障する生存権
です。憲法13条の「幸福追求の権利」、憲法29条の
「財産権の保障」と密接に関係しており、国は守るべき
責任があります。
　しかし、「具体的にどのような法律を作成するかの選
択決定は立法府の広い裁量にゆだねられる」という40
年前の最高裁判例をもとにした判決で、新しい時代の司
法の役割を放棄しています。

憲法判断は司法の役割

年金生活者の実態を考慮せず
司法の役割を放棄
法律の成立過程の検討が不十分

憲
法
25
条「
国
民
の
生
存
権
」保
障
を
求
め
た
裁
判

争点は

高齢者の生活実態

山梨原告団山梨原告団


